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 平成１７年３月期 第１四半期業績状況（非連結） 

 
１．業 績 
 （１）平成 17年３月期第１四半期の業績（平成 16年４月１日～平成 16年６月 30日） 

（百万円未満切捨） 
 平成 16年 3月期第１四半期 

(前年同期) 
平成 17年 3月期第 1四半期 

（当四半期） 
対前年増減率 前期（通期） 

 百万円 百万円 ％ 百万円 
売 上 高 ― 927 ― 3,372 
営業利益（△損失） ― △9 ― 178 
経常利益（△損失） ― △18 ― 142 
当期純利益（△損失） ― △6 ― 70 

総 資 産 ― 1,814 ― 1,892 
株 主 資 本 ― 696 ― 702 

 
 （２）部門別売上高 

平成 16年 3月期第１四半期 平成 17年 3月期第 1四半期 前期（通期）  
金 額 構成比 金 額 構成比 

対前年増減率 
金 額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％ 
直 営 事 業 ― ― 802 86.6 ― 2,905 86.2 

ロ イ ヤ リ

テ ィ 収 入 
― ― 45 4.9 ― 173 5.1 

フランチ

ャイズ収

入 そ の 他 の

収 入 
― ― 79 8.5 ― 293 8.7 

小 計 ― ― 124 13.4 ― 466 13.8 
合 計 ― ― 927 100.0 ― 3,372 100.0 
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 （３）キャッシュ・フローの状況 

 平成 16年 3月期 
第 1四半期 
（前年同期） 

平成 17年 3月期 
第 1四半期 
（当四半期） 

前期（通期） 

 百万円 百万円 百万円 
営業活動によるキャッシュ・フロー ― △123 2 
投資活動によるキャッシュ・フロー ― △92 △138 
財務活動によるキャッシュ・フロー ― △72 497 
現金及び現金同等物の第 1四半期末（期末）残高 ― 323 611 
（注）１．平成 16年 3月期第１四半期は、四半期財務諸表を作成しておりませんので、記載を省略しております。 
   ２．四半期の財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適宜開示等に関する

規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づき、監査法

人トーマツの四半期財務諸表に対する手続きを受けております。 
 
２．業績の概況（平成 16年 4月 1日～平成 16年 6月 30日） 
 (1)第１四半期の状況 
当第 1 四半期におけるわが国経済は、企業収益が改善し、民間設備投資の増加により、景気回復の基調にはある
ものの、個人消費は伸び悩みの傾向にあります。 
しかしながら、当社の属する中古カー用品業界は現在もなお、市場の拡大が続いております。当社では前期に引

き続き積極的な店舗展開を行っており、当第 1四半期においては、「アップガレージ」直営店を 3店出店（内 1店は
フランチャイズ店からの転換）しております。またフランチャイズ店では当第１四半期において「アップガレージ」

2 店（内 1 店は直営店からの転換）の出店がありました。これらにより当第 1 四半期末の店舗数は「アップガレー
ジ」59 店（内フランチャイズ 42 店）、「アップガレージ ライダース」5 店（内フランチャイズ 3 店）となってお
ります。 
当第 1 四半期の当社業績は新規出店がありましたが、４月１日からの消費税総額表示の導入によるお客様の買い
控えや天候の不順による来店数減少の影響を受け直営事業の売上高は 802,766千円となりました。また、フランチ
ャイズ収入は 124,381千円となり、合計の売上高は 927,147千円となりました。収益面では新規直営店の出店によ
り広告宣伝などの初期投資が増加したこと、新卒採用の開始などの人員増強、買取査定システム・在庫管理システ

ムの更新により当第 1四半期は先行投資的な経費があったことから、営業損失 9,294千円、経常損失 18,979千円を
計上することとなりました。 
また、当第 1四半期に「アップガレージ」仙台店を譲渡したことに伴う特別利益 20,600千円を計上し、さらに査
定システム・在庫管理システムの更新による旧プログラムの除却損 5,294千円を計上しております。 

 
以上の結果、当第 1四半期の売上高 927,147千円、営業損失 9,294千円、経常損失 18,979千円、税引前第 1四
半期純損失 3,674千円、第 1四半期純損失 6,823千円となりました。 

 
なお、当第１四半期会計期間が第１四半期財務諸表作成初年度のため、前年同期との比較は行っておりません。（以

下「キャッシュ・フロー」についても同様であります。） 
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 (2)キャッシュ・フローの状況 
当四半期末における現金及び現金同等物は、前期末に比べ 287,836 千円減少し、323,204 千円となりました。当
四半期のキャッシュ・フローの概況は次のとおりです。 
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果減少した資金は 123,280千円となりました。これは、税引前四半期純損失を 3,674千円計上した
こと、新規直営店の出店に伴うたな卸資産の増加 67,946千円、フランチャイズ店開店に伴う加盟金等の売掛金の増
加10,707千円があったことと、更には当四半期において法人税等の支払を51,050千円行っていることによります。 

 
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果減少した資金は 92,158千円となりました。これは主に新規直営店出店に伴う設備等の有形固定資
産の取得による支出 71,424千円、敷金保証金等の支払 23,309千円などがあったことによります。 

 
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果減少した資金は 72,397千円となりました。これは主に金融機関からの長期借入金 68,544千円を
返済したことによります。 

 
３．当期の見通し（平成 16年 4月 1日～平成 17年 3月 31日） 
当期におきましても当社は中古カー用品･中古バイク用品市場において事業拡大をはかるため、店舗網の充実を行

っており、首都圏については直営店を中心に順調に出店をしております。また首都圏以外の地域ではフランチャイ

ズ店による店舗展開を行い直営店同様順調に出店しております。消費税総額表示に伴う影響、天候不良の影響並び

に買取査定システム・在庫管理システム更新に伴う影響は当四半期にほぼ影響が出きっており、第２四半期以降へ

の影響は無いものと見込んでおります。このため、当期の見通しにつきましては、平成 16年 5月 10日に公表しま
した下記数値に変更はありません。 

 
（単位：百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
中間期 1,986 81 48 
通 期 4,071 202 109 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）6,488円 9銭 
(注)この資料に記載されている業績予想は、当社が現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づいております。予
想にはさまざまな不確定要素が内在しており、実際の業績とは異なる場合があります。従いまして、この業績予想

に全面的に依存して投資等の判断を行うことは差し控えて下さい。 
 
 



４．四半期貸借対照表及び損益計算書並びに注記事項 

(1)四半期財務諸表 

① 四半期貸借対照表     
(単位：千円)

当第１四半期会計期間末 
(平成16年6月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年3月31日現在) 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比

 (資産の部)  ％  ％

Ⅰ 流動資産   

１． 現金及び預金  335,519 622,455 

２． 売掛金  140,192 129,485 

３． 商品  616,819 582,408 

４． 未収入金  94,646 11,275 

５． その他  91,732 72,533 

 流動資産合計  1,278,910 70.5  1,418,157 74.9

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産 *1  

１． 建物   135,248 120,161 

２． 工具器具備品  106,773 97,137 

３． その他  74,811 70,634 

 有形固定資産合計  316,833  287,933

(2) 無形固定資産  36,273  25,662

(3) 投資その他の資産   

１． 敷金保証金  174,454 151,520 

２． その他  6,236 7,003 

 投資その他の資産合計  180,690  158,523

 固定資産合計  533,798 29.4  472,119 25.0

Ⅲ 繰延資産  1,796 0.1  2,053 0.1

 資産合計  1,814,505 100.0  1,892,329 100.0

－  － 
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     (単位：千円)

当第１四半期会計期間末 
(平成16年6月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年3月31日現在) 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比

 （負債の部）  ％  ％

Ⅰ 流動負債   

１． 買掛金  31,973 43,499 

２． 
1年以内返済予定の長期
借入金 

 282,048 289,084 

３． 1年以内返済予定の社債  14,000 14,000 

４． 未払金  96,306 56,864 

５． 賞与引当金  28,990 16,133 

６． その他 *2 59,522 99,399 

 流動負債合計  512,841 28.2  518,981 27.5

Ⅱ 固定負債   

１． 社債  49,000 49,000 

２． 長期借入金  514,568 576,076 

３． その他  42,025 45,379 

 固定負債合計  605,593 33.4  670,455 35.4

 負債合計  1,118,435 61.6  1,189,439 62.9

 （資本の部）   

Ⅰ 資本金   265,480 14.6  265,480 14.0

Ⅱ 資本剰余金   

１． 資本準備金  284,375 284,375 

 資本剰余金合計  284,375 15.7  284,375 15.0

Ⅲ 利益剰余金   

(1)  任意積立金   

１．特別償却準備金  719 920 

(2) 
四半期(当期)未処分
利益 

 145,495 152,118 

 利益剰余金合計  146,214 8.1  153,038 8.1

 資本合計  696,069 38.4  702,893 37.1

 負債・資本合計  1,814,505 100.0  1,892,329 100.0

 

－  － 
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② 四半期損益計算書     
(単位：千円)

当第１四半期会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 6月30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比

  ％   ％

Ⅰ 売上高  927,147 100.0  3,372,219 100.0

Ⅱ 売上原価  451,419 48.7  1,566,900 46.5

 売上総利益  475,728 51.3  1,805,318 53.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費  485,023 52.3  1,626,971 48.2

 営業利益（△損失）  △9,294 △1.0  178,347 5.3

Ⅳ 営業外収益 *1 3,885 0.4  12,121 0.3

Ⅴ 営業外費用 *2 13,570 1.4  48,165 1.4

 経常利益（△損失）  △18,979 △2.0  142,302 4.2

Ⅵ 特別利益 *3 20,600 2.2  122 0.0

Ⅶ 特別損失 *4 5,294 △0.6  1,646 0.0

 税引前四半期(当期)
純利益（△損失） 

 △3,674 △0.4  140,778 4.2

 法人税、住民税及び事業税  3,431 72,421  

 法人税等調整額  △282 3,149 0.3 △2,523 69,898 2.1

 四半期(当期)純利益（△
損失） 

 △6,823 △0.7  70,880 2.1

 前期繰越利益  152,319  81,237 

 四半期(当期)未処分利益  145,495  152,118 

     

 

 

 

 

－  － 
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③ 四半期キャッシュ・フロー計算書 (単位：千円)

当第１四半期会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 6月30日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 

金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 
税引前四半期(当期)純利
益（△損失） 

 △3,674 140,778 

 減価償却費  17,208 71,391 

 その他償却費  2,932 8,642 

 賞与引当金の増加額  12,857 1,924 

 受取利息及び受取配当金  △0 △7 

 支払利息  5,669 14,504 

 有価証券売却益  △1,325 △2,454 

 有価証券売却損  896 607 

 社債発行費償却  256 1,026 

 新株発行費  - 11,990 

 店舗営業譲渡益  △20,600 - 

 固定資産売却益  - △122 

 ソフトウェア除却損  5,294 - 

 固定資産除却損  - 1,646 

 売上債権の増加額 △10,707 △7,921 

 たな卸資産の増加額  △67,946 △219,714 

 その他資産の増加額  △20,313 △14,627 

 仕入債務の増加額（△減少額） △8,775 32,579 

 その他負債の増加額  21,051 27,648 

 小計  △67,176 67,893 

 利息及び配当金の受取額  0 7 

 利息の支払額  △5,054 △17,317 

 法人税等の支払額  △51,050 △47,974 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △123,280 2,609 

 

－  － 
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当第１四半期会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 6月30日 

 
前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 

金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 有価証券の売却による収入(純額)  428 1,846 

 有形固定資産の取得による支出  △71,424 △81,903 

 有形固定資産の売却による収入  - 1,485 

 無形固定資産の取得による支出  2,822 △10,151 

 敷金保証金等の支払による支出  △23,309 △51,714 

 敷金保証金等の返還収入  225 5,710 

 定期預金の預入による支出  △900 △3,602 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △92,158 △138,330 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入れによる収入  - 119,500 

 短期借入金の返済による支出  - △269,500 

 長期借入れによる収入  - 879,293 

 長期借入金の返済による支出  △68,544 △514,182 

 社債の発行による収入  - 66,920 

 社債の償還による支出  - △7,000 

 割賦購入未払金の返済  △3,853 △19,722 

 株式の発行による収入  - 242,384 

 出資金の取得による支出  - △50 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △72,397 497,644 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  - - 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  △287,836 361,923 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  611,040 249,116 

Ⅶ 
現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高 

 323,204 611,040 

 

－  － 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

 
期  別 

 

項  目 

 
当第１四半期会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 6月30日 

 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

1. 資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 

売買目的有価証券 

時価法（売却原価は、移動平均法

により算定） 

(1)有価証券 

売買目的有価証券 

同左 

 (2)デリバディブ 

時価法を採用しております。 

(2)デリバディブ 

同左 

 (3)たな卸資産 

①商品 

個別法に基づく原価法を採用してお

ります。 

②貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しておりま

す。 

(3)たな卸資産 

①商品 

同左 

 

②貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

定率法（ただし、建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 3～45年 

機械装置       13～15年 

車両運搬具    2～ 6年 

工具器具備品    2～10年 

(2)無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(1)有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 (1)社債発行費 

商法施行規則の規定する最長期間

（３年）で均等償却し、当第１四半期

会計期間に負担すべき金額を計上して

おります。 

(1)社債発行費 

商法施行規則の規定する最長期間

（３年）で均等償却しております。 

 

 

(2)新株発行費 

支出時に全額費用処理しておりま

す。 

 

－ 9 － 
 



 

 
期  別 

 

項  目 

 
当第１四半期会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 6月30日 

 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、当

第１四半期会計期間に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

(2)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、

当期に負担すべき支給見込額を計上

しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 

   金利スワップ   借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので第１四半期決算日にお

ける有効性の評価を省略しておりま

す。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 

(3)ヘッジ方針 

同左 

 

 

 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

７．四半期キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）

における資金の範囲 

四半期キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 
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期  別 

 

項  目 

 
当第１四半期会計期間 
自 平成16年4月 1日 
至 平成16年6月30日 

 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

８．その他四半期財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 

消費税の会計処理 

同左 
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 注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

当第１四半期会計期間末 

（平成16年 6月30日現在） 

前事業年度末 

（平成16年3月31日現在） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 167,531千円 ＊１ 有形固定資産の減価償却累計額  165,625千円 

＊２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、

流動負債のその他に含めて表示しております。 

＊２  

    

３ 債務保証の金額 

   フランチャイジーの金融機関からの借入に対す

る債務保証が29百万円あります。 

３ 債務保証の金額 

   フランチャイジーの金融機関からの借入に対す

る債務保証が31百万円あります。 

 

（四半期損益計算書関係） 

当第１四半期会計期間 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成16年 6月30日 

前事業年度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    受取利息     0千円 

    受取手数料    1,979千円 

＊１ 営業外収益の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    受取利息     7千円 

    受取手数料    6,147千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    支払利息      5,669千円 

＊２ 営業外費用の主要な項目及び金額は次のとおり

であります。 

    支払利息      14,504千円 

    上場準備費用  16,181千円 

    新株発行費    11,990千円 

＊３ 特別利益の内容は直営店の譲渡益です。 ＊３ 

＊４ 特別損失の内容はソフトウェアの除却に伴い発

生したものです。 

＊４ 

５ 減価償却実施額は次のとおりであります。 

    有形固定資産   17,607千円 

    無形固定資産    2,782千円 

５ 減価償却実施額は次のとおりであります。 

    有形固定資産   71,391千円 

    無形固定資産    7,630千円 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期会計期間 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成16年 6月30日 

前事業年度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年 6月30日現在） 

現金及び預金勘定                  335,519千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △12,315千円 

現金及び現金同等物                323,204千円 

   現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年3月31日現在）

現金及び預金勘定                  622,455千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11,415千円 

現金及び現金同等物                611,040千円 
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（リース取引関係） 

当第１四半期会計期間 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成16年 6月30日 

前事業年度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び第１四半期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．未経過リース料第１四半期末残高相当額 

 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内                     4,306千円 １年内                      4,306千円 

１年超           8,326千円 １年超            9,140千円 

合計                     12,632千円 合計                       13,446千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料         1,025千円 支払リース料          2,939千円 

減価償却費相当額                904千円 

支払利息相当額                  120千円 

減価償却費相当額                2,621千円 

支払利息相当額                    318千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

機械装置

 

（有価証券関係） 

当第１四半期会計期間 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成16年 6月30日 

前事業年度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

該当事項はありません。 

 

同左 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

四半期末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円

 4,200 770 3,430

車両運搬具 4,732 394 4,337

工具器具備品 9,167 6,416 2,750

 

 取得価額
相 当 額

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高
相 当 額

千円 千円 千円

機械装置 4,200 630 3,570

車両運搬具 4,732 157 4,574

工具器具備品 9,167 6,111 3,055
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（デリバティブ関係） 

当第１四半期会計期間 

自 平成16年 4月 1日 

至 平成16年 6月30日 

前事業年度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っております

が、ヘッジ会計を適用しておりますので注記

の対象から除いております。 

 

同左 

 

（持分法損益等） 

 当第１四半期会計期間（自 平成16年4月 1日 至 平成16年 6月30日） 

該当事項はありません。 

 

前事業年度（自 平成15年4月 1日 至 平成16年3月31日） 

   該当事項はありません。 

 

(1株当たり情報)    

当第１四半期会計期間 
自 平成16年 4月 1日 
至 平成16年 6月30日 

前事業年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

1株当たり純資産額 41,432.71 円 1株当たり純資産額 83,677.78 円 

1株当たり四半期純損失 406.19 円 1株当たり当期純利益 9,477.25 円 

  
潜在株式調整後1株当たり 
当期純利益 

9,451.98 円 

  

なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額に

ついては、第１四半期純損失を計上しているため、記

載しておりません。 

 

 

 

（注） 1株当たり四半期(当期)純利益（△損失）金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

  
当第１四半期会計期間 
自 平成16年 4月 1日 

至 平成16年 6月30日 

 
前事業年度 

自 平成15年4月 1日 

至 平成16年3月31日 

1株当たり四半期（当期）純利益（△損失）   

四半期（当期）純利益（△損失） △6,823 70,880 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る四半期（当期）純利益（△損失） △6,823 70,880 

期中平均株式数（株） 16,800 7,479 

   

潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益   

 四半期（当期）純利益調整額 ― ― 

 普通株式増加数（株） ― 20 

 （うち転換社債（株）） (―) (―) 

 （うち新株予約権（株）） (―) (20) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当

たり四半期（当期）純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要 

  

－ 14 － 
 



－ 15 － 
 

（重要な後発事象） 

 当第１四半期会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年 6月30日） 

   該当事項はありません。 

 

 前事業年度（自 平成15年4月1日 至 平成16年3月31日） 

   該当事項はありません。 
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